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図16 魚津市事前復興計画策定で発言したいこと 図17 魚津市における志賀原発ハザードへの対応策
今回の調査で明らかになったことの1つは，高校
生の生活空間についてのリスク認知力は高いという
ことである。問2の住居地の災害リスクについて
「わからない」と答えた生徒は13％と少ない。どこ
が危険だと思うかも書いてもらったが，多くの生徒
がその理由まで回答できていた。地域の生活者とし
て，十分であると考えられる。
（2）魚津大火の認知と対策の関係
魚津大火についての認知の違い（問5）は，問10
「大火を減らすために個人として出来ること」の回
答の違いとして現れた。図18aとbが示すように，
事前復興策ともなる防火建築，道幅について，大火
を知っている者36名の回答（複数回答）は，知ら
ない者よりそれぞれ4倍と8倍多いという結果が
得られた。また，わからないとする者や無回答が少
ない。災害史を知っていることで，気づく力，考え
る力が高まることを示す。
（3）住宅倒壊が耐震化に結びつかない
火災とは異なり，地震による住宅倒壊を知ってい
るだけでは，対策としての住宅耐震化に結びついて
いない。問11で，地震対策として耐震化防火とい
う住宅対策をあげたものは全回答者の14％であっ
たが，問6の阪神大震災での主要死因を聞いた質問
で，住宅倒壊と答えた者26名でも，問11で耐震化
としたのは19％にとどまる（図19a）。住宅倒壊+火
災と答えた者を加えると16％に下がり（図19b），
阪神大震災での住宅倒壊を知らない者（図19c）と
ほぼ同じである。
火災の場合，理科実験やたき火などで火を扱うこ
とや，実際の火災を見るなどの先行経験があるので，
防火建築や道幅拡張などの対策に結びつけることは
困難ではないと考えられる。一方，住宅倒壊を耐震
化に転換するには，住宅の構造，耐震化にかかわる
法規制，あるいは地震動の性質をある程度は知って
いる必要がある。高校生にとって，住まいは自分で
は選べない所与のものであり，自分の個室の有無が
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図18a 魚津大火認知者の防火対応策
図18b 魚津大火非認知者の防火対応策
図19a 阪神大震災死因認知と直下地震対策案の
関係（住宅倒壊認知者）
図19b 阪神大震災死因認知と直下地震対策案の
関係（住宅倒壊+火災認知者）
図19c 阪神大震災死因認知と直下地震対策案の
関係（住宅倒壊以外とした者）
関心の中心であろう。大人であっても，大地震のた
びにメディアは耐震化を強調するが，多くは耐震化
の実務やコストに疎く，地震保険への加入率が一時
的に高くなる程度である。
阪神大震災から31年目の2016年熊本地震でも，
全損した住宅やビルと損傷していない建物が混在し
ている災害風景が再び現れた。政府から市民まで，
阪神大震災の教訓を知らないか無視してきた結果で
ある。九州や熊本には地震はないと思ってたとする
人も多いが，熊本の直下をマイクロプレート境界で
ある中央構造線が走っており，1889年（明治22年）
には，20人が亡くなり，熊本城が損壊するなどし
た熊本地震が発生している。地域の災害史の伝承が
出来ていないことも明らかになった。
住宅耐震化が事前復興の1つとして有効であるこ
とに，市民は気づかない。あるいは，費用がかかる
と思い込み，ハードルが高いものとしてあきらめて
いるのかもしれない。いずれにせよ，避難訓練にこ
だわる文部科学省や学校教育が教えてこなかった結
果であろう。あるいは災害のたびに仮設住宅や復興
住宅などの事後対応の報道がくり返される影響もあ
るだろう。
これからは，総合的な学習の時間や，中学校の技
術家庭などで住宅の耐震化や地盤のことを教える必
要がある。また，費用問題についても，政府は耐震
化は私的財産形成になるので自助努力によるものと
しているが，住宅倒壊から地域が火災になることを
防げるならば公共の福祉にあたるのではないかとい
うこと考えさせることも重要である。人が住まない
地域にもマンモス堤防を建設する予算があるような
ので（三浦，2015），税金の使い道という議論も可
能である。
4-2 政治リテラシーを育てられていない
（1）リスク解決問題に反応する高校生
問12の魚津市街地の海沿いの大町地区の津波対
策については，逃げ地図ワークショップや避難経路
整備，避難タワーという実現可能な回答が多く見ら
れた。スーパー堤防（マンモス堤防）と回答する生
徒は14％と少なく，魚津市の津波想定に対して過
剰と考えている。
このような結果は，魚津高校生が公聴会等で説明
を理解し，質問や意思表明ができるレベルにあるこ
とを示す。有選挙権者としての政治リテラシーがあ
ると考えてよい。
（2）地方行政的視点が育っていない高校生
しかしながら，問13で魚津市長になったと仮定
して，災害に強い住みよい街づくり政策やプランを
記述式で聞くと，「わからない」や「避難訓練」な
どの回答が半分近くを占めた。選択式でないことも
あるが，街全体を見据えた政策を考えることに慣れ
ていないのかもしれない。あるいは市長の役割や権
限を知らないためと考えられる。
問14は，問13とは立場が逆になり住民側として
の質問である。問13よりわからないや無回答が増
えたが，公聴会などで発言したいことの内容は多岐
にわたり，高校生が当事者として活動しうるものも
多い。
回答者が同一高校の生徒なので，わからないとし
たり無回答の者と提案する者との違いは，理解力な
どの差ではなく，建築土木系などの科学的リテラシー
と市長職や公聴会の意味などについての政治リテラ
シーの差であると考えられる。18歳選挙権に対応
して，高等学校でも選挙のしくみなどの啓発活動が
はじまっているが，より必要なことは国会議員や市
長などに何が出来るのか，自分たちの生活とどう関
係するのかなどを考えさせる教育であろう。
（3）国策から遠ざけられた高校生
問15の原発や放射能リスク問題に回答するには，
ある程度以上の科学的リテラシーと政治リテラシー
を必要とする。回答の8割は，質問文に与えられ
た事故への事後対応であり，そもそも原発を廃炉に
すれば事故はなくなることに意識が行っていない。
原発のしくみやリスク，多様な電源の実像を教えら
れていないためであろう。原発がなくても5年間停
電していない事実も知らないのではないか。
原発推進は，原子力基本法などに明記された国策
なので（小出・佐高，2012），教育界は高校生にリ
スク等を教える必要はないと考えているのかもしれ
ない。実際，福島原発事故後，文部科学省や資源エ
ネルギー庁は，学校向けの放射線副読本やエネルギー
副読本を作ったが，事故を軽微に扱い，一般人の被
ばく限度量は年間1mSv以下とするICRPの基準
（中川，2011）以上の年間20mSvをもって帰還基
準するなどしている。
しかし，福島原発事故によりフクシマが労働安全
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衛生法の規制値以上に放射能汚染していることや，
鹿児島県の川内原発に続いて各地で再稼働申請が相
次いでいるのが現実である。次世代の中核人材であ
る高校生こそが，これらの現実を知り，当事者とし
てかかわるべきであろう。
4-3 高校教育に求められるもの
（1）生き抜く力を身につける事前復興教育
ここまで，事前復興を担う人材は高校生であり，
担えるポテンシャルはあると主張してきた。しかし，
地方行政や国政，あるいは首長や議員の役割や権限
のことは，教えられておらず，よくわかっていない
ことが明らかになった。これからの学校教育には，
国づくり，地域づくりのために，次世代の人材を育
てる責務があると考えられる。さらに，住宅の耐震
化も含む，住環境をよくできる人材づくりも大切で
ある。国連人間居住会議，通称「ハビタット」によ
り，適切な住居に対する権利（居住権）という考え
が採択され，日本政府も調印している（島本，2005）。
住まいは人権，居住は福祉という考えである（早川，
1991）。災害から5年過ぎても仮設住宅暮らしであ
ることは，人権問題である。さらに被災者が約1000
万人と想定される南海トラフ地震では仮設住宅等の
支援すら危うい。原発震災が加われば，国土の多く
を失う。住環境も含めた事前復興を担える人材の育
成が急務である。
事前復興を担える人材づくりは，文部科学省の政
策とも調和的である。文部科学省は，東日本大震災
を契機として「生きる力を育む防災教育の展開」を
改訂し，平成25年3月，全学校園に配布した。また
文部科学省創造的復興教育研究会（2014）は，著
者名が目的を語っているが，「生き抜く力」という
標語を使っている。日本が推進するユネスコプログ
ラムである「持続的社会のための教育（ESD）」と
して行なうのも方法である。文科省が作成した手引
きで，ESDの視点に立った学習指導で重視する能
力・態度としてあげているのは， 1批判的に考え
る力，2未来像を予測して計画を立てる力， 3多
面的・総合的に考える力，4コミュニケーション
を行う力，5他者と協力する力， 6つながりを尊
重する態度， 7進んで参加する態度である（日本
ユネスコ国内委員会，2016）。事前復興のための人
材育成を，これらのプログラムとして実施できるよ
うに企画することも方法である。
（2）地域の災害史を利用した事前復興演習
多くの魚津高校生は，魚津大火のことを知らなかっ
た。そのためもあり，大火に備えることを聞いた問
10で，防火建築にすることや，防火帯としての道
幅拡張を指摘した者は合わせて6％にとどまった。
阪神大震災の死因が住宅倒壊による圧死であること
を知っていても，対策としての住宅耐震化が出にく
いのと同様に，大火の歴史を学んでいたとしても，
住宅の耐震化や防火対策を計画するのは難しいだろ
う。魚津大火を，地域の歴史として教えても，事前
復興のための人材づくりとしては効果は疑わしい。
片田（2012）が指摘するように，三陸の実例を示
して津波は怖いものだと教えても，「恐怖の教育」
は効果がないのと同じであると考えられる。
必要な教育は，魚津大火を教材とした演習であろ
う。大火の要因としてのフェーン，消防用水不足だ
けでなく，道幅拡張と防火帯としてのコンクリート
造りの商店街建設も事前復興計画の実例として使え
る。そのような視点と手法で，魚津断層による阪神
大震災と同じ直下型地震災害，東日本大震災とは異
なる地震直後の津波，原発事故などについても事前
復興演習をするべきだろう。
災害史教育や想定演習は，政治リテラシーを高め
るにも有効だろう。Ⅱ章でも指摘したように，住民
主導で事前復興しておかないと，宮城県の水産特区
構想のように惨事便乗型資本主義（クライン，
2011）の手法により，望まない復興，復興災害
（塩崎，2014）になる可能性を否定できない。地元
の災害史を学ぶことは，科学的リテラシー側面だけ
でなく，先人たちがどのように復興してきたか，行
政とどのように関わってきたという政治リテラシー
を育てることにもつながる。良く知る地域のことで
あれば，当事者意識，生活者目線で追体験すること
が可能であり，疑問に思ったことを調べたり聞いた
りするのも容易であろう。必要とされないと思い込
み，語られてこなかった家族の証言も出てくるかも
しれない。
その意味で，教員は，赴任先の学校の災害史や災
害想定について自らの専門分野を問わず学ぶべきで
ある。東日本大震災では，地元に詳しい教員や校務
員のとっさの判断で再避難させて多くの児童生徒の
命が助かった例もある。一方，裁判になっている石
巻市立大川小学校のように，地域に不慣れな教員が
裏山への避難リスクとベネフィットを判断出来ず校
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庭待機を続けたために，待機していた78人の児童
と11人の教諭のうち生き残ったのは児童4名と教
諭1名だけであった例もある（池上・加藤，2012；
2014）。何かあった時に指導する立場である教員は，
それに対応するだけの見識を深めるべきであろう。
見識の1つとして重要なことは，マニュアルを守
ることよりも，命を守ることが大切と考えることで
ある。
（3）対等な有権者として扱う
地方行政や国政レベルの視点が育っていないこと
が明らかになったが，これまでの教育の結果であり，
高校生には難しいと考える根拠はない。問12の魚
津市大町地区の事前復興策では，高校生は費用や効
果を考えたバランスの良い考えを提案している。ま
た住民にとっては，景観は重要であり，人権の一部
として認められるものであるが（例えば，椚座・大
谷，2012），魚津市街地の景観を無くすような選択
はしていない。
18歳からの選挙権時代になったので，主権者と
しての当事者意識を育てるという意味でも，事前復
興のための災害リテラシーを育てる教育が必要とさ
れる。選挙権を有することは，椚座ほか（2016）
が指摘したような高校生を1人前として扱わない社
会を終わらせる時代になったと考えるべきである。
Ⅴ まとめにかえて
阪神大震災以降，災害があると若い人たちはボラ
ンティア活動に行こうとする。大学によっては，単
位化して推奨するところもある。しかし，熊本地震
からの教訓とは，ボランティア活動よりも事前復興
しないと災害を繰り返すことであり，高校や大学は
人材育成こそを本務とするべきである。
椚座たち（2016）による石川県立輪島高校生へ
のアンケートと今回の富山県立魚津高校生へのアン
ケートから，事前復興を担える人材としての高校生
の力量が確かめられた。高校生の着想や判断には，
大人にはないものがあり，椚座たち（2016）は
「しがらみのなさ」と表現している。またアンケー
トの回答には，テスト慣れした要領のよさも見えた。
一方，市長の権限に関する質問や，原発事故想定
質問では，知識や経験不足からくる当事者性の乏し
さが見いだされた。また学校教育で慣れ親しんでい
る正しいとされる内容を学び活用していくスタイル
では正解のない現実問題に弱い。しかし，高校生の
ポテシャルの高さからすれば，学びを増やし，実践
的なワークショップなどをやれば，解決していく問
題と考えられる。だからこそ，事前復興に関する教
育が必要である。
さらに事前復興に関係する問題には，耐震化，津
波対策，原発問題などの科学的な知見が必要なもの
も多い。政治力では，科学的知見をひっくり返すこ
とは出来ない。例えば，基準量の8倍の放射性物
質で汚染されている場合，1回の半減期では半量の
4倍にしかならないので，政治力で半減期を消滅期
のように言い立てても無意味である。科学技術創造
立国や知識基盤社会などの政策がつぎつぎと出され
るが，個人レベルに還元すれば，ESDが期待する
批判的読解力をもって事前復興計画を策定できるだ
けの科学的リテラシーを育てる教育が必要である。
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